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はじめに
　本稿の目的は規制緩和，民営化，独立行政法人改革，広域連携の ₄ つを対象として行政活動の
範囲と構造を考察することである．行政活動は大きく変動しており，しかも各動態の次元で態様
は異なる．本稿では行政のあるべき姿という規範の問題を取り上げるのではなく，行政活動が大
きく揺れ動く動態の中に行政の本質が現れていると考え，これら ₄ つの動態を分析することで行
政活動の構造について検討してみたい．
　第 ₁ に規制改革の動態について検討する．第 ₂ に民営化の実態について分析する．第 ₃ に独立
行政法人改革の実態を考察する．第 ₄ に広域連携の現実について検討する．そして最後に行政の
範囲と本質について明らかにする．本稿で検討するのは ₄ つの多次元（マルチレベル）ガバナンス
の構造であり，それが厳格な階統制の統制構造を残しつつ柔軟な調整と契約の要素を加味したも
のへと変化しつつあることを指摘する．
₁．相克の規制改革
1 - 1 　規制とは何か
　規制とは民間経済活動に政府が介入することである．つまり，自然独占，外部性，情報の不完
全性などによって生じる「市場の失敗」を補整するために政府が国民や企業の経済活動に加える
制約を指し，通信，放送，運輸，金融，保険，危険物，防災，医療，資格制度などで実施されて
　は じ め に
₁．相克の規制改革
₂．逆説の民営化
₃．境界の独立行政法人改革
₄．多層の広域連携
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いる（植草₁₉₉₇： ₄ ─ ₈ ）．
　規制の枠組みとしては直接規制と間接規制，社会的規制と経済的規制とに分類できる．直接規
制とは価格統制，産業への新規参入・退出に関する政策であり，間接規制とは健康や安全の維持，
エネルギー使用の削減，環境保護に関する規制を意味する．経済的規制とは，市場の自由な働き
に委ねておいたのでは，財・サービスの適切な供給や望ましい価格水準が確保されないおそれが
ある場合，政府が市場への参入者の資格や数，設備投資の種類や量，生産数量や価格を規制する
ことである．社会的規制とは，環境保全，消費者・労働者の安全・健康の確保，災害の防止など
を目的として，財・サービスの質や提供に伴う各種の活動に一定の基準を設定したり制限を加え
たりすることを指す．
　近年はこのような規制をめぐる議論が盛んに行われているが，この背景には規制改革に取り組
んだ欧米諸国からの新自由主義的思想の影響がある．スティグラーなどシカゴ学派の理論におい
ては，規制は既得権を享受する企業がその地位を引き続き獲得するための制度であり，規制の撤
廃で社会的余剰が増大すると考える．また，規制緩和による市場開放を求める外圧の高まりや経
済活動のグローバル化に伴う日本企業の国際競争力強化の必要性も規制改革の背景に存在する．
　このような規制緩和の議論の前提は，技術革新により経済が活性化し，自然独占の希薄化によ
る新規参入が容易になり，労働力などの産業間移動の面で他事業との代替性があることである．
1 - 2 　規制改革の取り組み
　日本においては₂₀世紀末になって本格的な議論が開始された．₁₉₉₃年₁₁月，経済改革研究会の
中間報告（平岩レポート）において，経済的規制については「原則自由・例外規制」を基本とし，
社会的規制については本来の政策目的に沿った「必要最低限」にとどめるとした．また，₁₉₉₃年
第 ₃ 次行革審答申において，需給調整規制については₁₀年以内に原則廃止とされ，具体的には電
気通信，航空，道路運送，鉄道などの分野で需給調整規制を廃止とすることが提案された1）．
　₁₉₉₄年 ₂ 月には細川内閣において閣議決定「今後における行政改革の推進方策について」が行
われ，これまでの提言の推進が確認された．₁₉₉₅年 ₃ 月にも閣議決定「規制緩和推進計画」が行
われた．総理府に行政改革委員会が設置され，情報通信，エネルギー，流通，金融など₁₁分野の
₁₀₀₀あまりの事項についての具体的措置が提案された．₁₉₉₈年には計画が改定されて「規制緩和
推進 ₃ か年計画」が提案され，事前規制型から事後チェック型への変更，横断的見直し手法やサ
ンセット方式の制度設計が示された．
　₂₀₀₁年 ₃ 月には「規制改革推進 ₃ か年計画」が示され，総合規制改革会議が設置されることに
なった．医療，福祉，教育，保安，資格付与，雇用などの社会的規制も改革の対象とされ，医療，
₁ ）　規制をめぐる議論の経緯については，横倉（₁₉₉₇），八代（₂₀₀₀），山谷（₂₀₀₇）を参照した．
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環境，人材，福祉・保育，都市再生の重点 ₆ 分野の規制改革の基本方針が決定した．また，規制
改革特区制度が創設され，₂₀₁₇年には構造改革特区，国家戦略特区，復興特区へと拡大している．
₂₀₀₄年 ₈ 月には規制改革・民間開放推進会議で「官製市場の民間開放」が方針として掲げられ，具
体的には市場化テストの導入が提言されている．
　運送・交通の領域は，規制緩和と規制強化とが大きく揺れ動いた領域である．航空機に関して，
₁₉₉₅年に割引運賃設定が弾力化し，₁₉₉₆年には幅運賃制度が導入された．₂₀₀₀年には国内航空運
賃が許可制から事前届出制へと変更し，割引運賃が新設された．また₂₀₀₀年に道路運送法が改正
され，運賃制度の見直しが行われた．₂₀₀₂年より遠距離割引や定額運賃など弾力的なタクシー運
賃の設定が可能となった．しかしながら，タクシー事故率が高まり，トラックや長距離バスの事
故が相次ぐと，タクシー・トラック・長距離バスの運送安全を確保する社会的規制が強化された．
運転時間の規制や乗務員の ₂ 人制の義務づけが規制の内容である．
　電力は自然独占による参入規制という公共事業規制が行われている政策領域である．これにつ
いても自由化が一部限定的に進展している．₁₉₉₅年に卸電力入札制度が導入され，発電分野に競
争が導入された．一般電気事業者に₁₀₀％の供給義務を課した上で発電分野における競争による効
率が目指されたのである．₂₀₀₀年には特定規模電気事業制度が導入され，価格交渉力を有し全需
要の約 ₃ 割を占める特別高圧需要家向けについて，最終保障義務を課した上で供給義務を廃して
小売を自由化することになった．₂₀₁₆年には電力会社の区域を超えた小売販売の自由化が開始さ
れた．
1 - 3 　規制緩和の功罪
　規制緩和は，効率化を通じた生産性の向上，価格の低下，サービス多様化による需要増加の効
果を見込むことができる．₁₉₉₇年経済企画庁試算によると，金融，情報通信など ₈ 分野で構造改
革計画を実施した場合，生産性の上昇や新規需要の拡大を通じて GDP を₅.₈％増やし 消費者物価
上昇率を₁.₂ポイント押し下げるとされている．通産省研究会報告書によると，物流，金融，流通
の ₅ 分野について規制緩和が実現された場合，実質 GDP の ₆ ％上昇，延べ₃₉兆円の設備投資増
加，消費者物価₃.₄％の下落が予想されている．内閣府の試算によると，₁₉₉₀年代以降₂₀₀₂年まで
消費者余剰は累計額 GDP₂.₃%，₁₄兆₃₀₀₀億円であったと推計されている（山谷₂₀₀₇：₁₂─₁₃）．
　このような経済的メリットが想定される規制緩和であるが，問題点も残る．例えば，労働生産
性の上昇は労働者の余剰を生み，企業の倒産や失業者の増大というリスクもはらむ．雇用機会の
拡大や労働力の移動を促す雇用訓練事業の推進が規制緩和と共に推進されなければならない．ま
た，社会的リスクの拡大をいかに抑制するかも課題である．安全性，健康，環境などへの悪影響
を事前予測して制度設計することが求められる．再規制化の傾向は喫煙防止条例，運送規制（ト
ラック，バス，タクシー）に見られ，再規制と規制緩和の同時進行の傾向に注目しなければならな
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い．
　また規制改革の課題としてはユニバーサルサービスの確保という課題も残る．料金引き下げ競
争で全ての利用者に公平な生活必需的サービスの提供をすることが必要だからである．公益事業
においては他の分野と異なり競争による生産性向上につながりにくいため，①直接補助方式，②
アクセスチャージ（接続料金）方式，③基金方式などの方式で行政が関与することが求められる．
市場競争による寡占化を防止するため，独占禁止法など公正な競争基盤の整備も重要である．社
会集団が既得権益を保守し，政治家の利権拡大を抑制することを監視するため，中立的な専門機
関の設置も求められるが，それは官僚制の捕虜行政機関とならないようにしなければならない2）．
₂ ．逆説の民営化
2 - 1 　民営化とは何か
　民営化とは行政の経営と所有を民間化することであり，民間委託とは行政事業を民間に一定条
件で委ねることを指す．なお，本稿では狭義の民営化と民間委託を含めて広義の民営化として理
解している．民営化・民間委託は公共施設の管理から水道メーター検針・し尿処理・電話交換ま
で行政活動の全般で推進されている．ただし，総務・窓口業務の民間委託は多くの自治体で進展
しておらず，学校事務，学校給食の民間委託の実施率は他ほど高くない．民営化すべき領域，民
営化のできない領域，民営化してはいけない領域とはどのような領域であろうか．またその際の
制度条件とは何か．
　自治体の行政改革は多様な形態で実施されている．例えば，複数自治体の共同指定管理として，
広島における県緑化センターによる県立緑化植物公園と市立森林公園の共同管理がある．施設運
営の一部指定管理としては，岩手県立図書館における県職員と指定管理者の分担があげられる．
刑事施設の運営業務の民間委託や横浜市における直営保育所の民間移管事業の実施など様々なレ
ベルで改革が実施されている．
　新公共管理（NPM）改革とは，競争原理（市場原理）の重視，組織の権限移譲（機能別の組織
化），成果による管理（手続きより成果を重視）を内容とする改革であり，「多くの OECD 諸国にお
ける₁₉₇₀年代末からの官僚制改革アジェンダを特徴づけてきた，広範囲に類似している行政原理
の傾向を表す簡略な名称」「ビジネス・メソッドに近い経営・報告・会計のアプローチをもたらす
公共部門の再組織化の手法」といわれている．その具体的な内容は，①専門家による行政組織の
実践的な経営，②業績の明示的な基準と指標，③結果統制をより一層重視，④公共部門における
組織単位分解への転換，⑤公共部門における競争を強化する方向への転換，⑥民間部門の経営実
₂ ）　ユニバーサルサービスについては，藤原・青木（₂₀₀₇）に詳しい．
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践スタイルの強調，⑦公共部門資源の利用に際しての規律・倹約の一層の強調，から構成されて
いる3）．
　このような民間化のメリットとして，公務員の人員と費用におけるコストの低減，柔軟な組織
運営が可能になること，新しいアイデア提供の可能性があること，競争による潜在需要の拡大が
見込めること，民間の技術開発の進歩があげられる．逆にデメリットとしては，経済弱者へのし
わ寄せ，地元への経済効果が薄いこと，行政への蓄積低下（技術力），情報の分散による政策立案
能力の低下，自治体職員の非正規職員化（市区町村では₃₀％近く）による官製ワーキングプアがあ
げられる．民営化は短期的な効率性（能率性・採算性）や有効性には貢献するが，公平性，公共性，
継続性，安定性，自立性，独立性，蓄積性という点も考慮しなければならない．
2 - 2 　民営化・民間委託の実態
　このような改革はイギリス：サッチャー政権・メイジャー政権での管理改革に始まりニュージー
ランド，オーストラリア，OCED 諸国，日本の地方自治体へと拡大した．各省庁・各部門への予
算裁量拡大，課への権限委譲と責任明確化，公務員賃金決定の分権化・柔軟化，業績評価の徹底，
立案部門と実施・執行部門の分離，公会計への発生主義会計の導入が改革の内容であり，成果を
強調するがゆえに合法性，公平性，正当性などと抵触することもある．効率や能率は行政の価値
として万能薬ではなく，結果重視は手続き軽視の行政活動となりかねない．行政活動と民間活動
の等値化にも課題がある．
　例えば，「PFI（Private Finance Initiative）」は公共施設等の建設，維持管理，運営等を民間の
資金，経営能力及び技術的能力を活用して行うイギリス発の新しい手法であり，民間の資金，経
営能力，技術的能力を活用することで，直接実施よりも効率的かつ効果的にサービスを提供し，
国や地方公共団体の事業コストの削減，より質の高い公共サービスの提供を目指したものである．
「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI 法）（₁₉₉₉年 ₇ 月）によっ
て日本においても導入され，橋，鉄道，病院，学校，上下水道，刑務所などの公共施設等の整備
や再開発で実際されている．近年は PFI から PPP（公民連携）へと形態が変化し，行政と民間の
パートナーシップの形成が目指されている．民間のアイデア，参加，積極的なイニシアティブが
期待され，「新しい公共」の名の下に公共空間の再構築が制度化され，自治体・町内会などの地域
組織，NPO や財団法人などの非営利組織に公共の外延を求めている．しかし行政の下請け化では
ないか，　エンパワーメントの拡大になるのか，という疑問は残る．
　義務的競争入札（CCT）とは，イギリス・サッチャー政権で導入され，社会サービスなどを除く
₃ ）　NPM 改革については，稲継（₂₀₀₃），西村（₁₉₉₇）に詳しい．また，日本における展開については，
稲沢（₂₀₀₆），内閣府公共サービス改革推進室編（₂₀₀₆）を参照した．
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自治体事業で強制された．そこでは自治体の事務事業につき一部を除き自治体部門と民間業者が
同じ基準で入札を義務づけられる．また市場化テストはメイジャー政権で国レベルへ拡大された
が，入札強制自体はブレア政権で廃止された．「公共サービス改革法」（₂₀₀₆年）において，日本で
は国・地方を対象として導入したが，長野県南牧村，東京都，大阪府など一部自治体以外は不完
全実施となっている．さらに「公の施設に関する地方自治法の一部改正」（₂₀₀₃年）によって，地
方自治法に基づく公の施設の管理に関して，従来の公共的団体等への「管理委託制度」に代わり，
議会の議決を経て指定される「指定管理者」に管理を委任する制度が導入された．これは自治体
出資法人に限定されず，民間企業や NPO 法人へ公共サービス事業者を拡大することを想定し，指
定管理者の指定手続，指定基準，業務の具体的範囲，管理基準は条例で制定することになってい
る．
2 - 3 　民営化の課題
　民営化の実態について説明してきたわけであるが，最後に民営化の課題を ₃ 点指摘しておく．
逆説的にいえば，民営化すればするほど民営化の制度条件を整備するために行政の制度設計の能
力が問われることになる．
　第 ₁ が行政処分・公権力の行使の範囲をどこに設定するかである．行政と民間の差異のひとつ
は権力行使の有無にある．それゆえ「公権力の行使」「行政処分」の範囲はどこかを確定すること
は民営化の制度設計では最も重要なことといってよい．例えば，刑事施設で配食や職業訓練を民
間企業に委ねることはできても，受刑者への処遇を企業へ委託することはできない．また体育施
設や水道事業の運営を企業に委ねたとしても，その施設利用の料金設定を企業が決めることは適
切ではない．そのため契約条件を細目にわたって検討し，リスク分担，法令順守，雇用労働条件
の配慮規定，個人情報保護を明示化することは，民営化に際して行政の行うべき制度条件である．
このような制度条件を確認しながら，行政と民間の役割分担をいかに設計するかが課題である．
　第 ₂ が地元への経済効果である．競争入札は談合を排除し，競争によるコスト削減に短期的な
効果がある．しかしながら完全競争入札や指定競争入札の実施で入札に参加する能力のある地元
企業は減少し，大手企業が入札で指名を獲得することが多い．下請けや孫請けで地元企業への経
済効果や雇用誘発効果が限定されることになりかねない．競争入札対象を限定すれば談合の温存
となり，対象を拡大すれば入札業者の限定・縮小となるディレンマを抱えることになる．競争入
札は長期的に見て地元企業を育成することにつながらないこともある．大都市や中核都市以外は
事業主体が多くないのが実態である．また，指定管理者制度においても，想定された株式会社が
指定されるのは ₂ 割程度に過ぎず，公益法人，地縁団体（町内会など），公共団体も重要な主体な
のである．公募が原則なのにその実施率は市区町村では半数に満たない（総務省₂₀₁₆a： ₄ ）．「笛
吹けど踊らず」というのが地方の実態なのである．このようなコスト削減をしながら地元への経
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済効果をいかに確保するかというディレンマ解決が課題である．
　第 ₃ は蓄積の無さによる技能低下や情報不足による政策決定能力の低下である．民営化するこ
とは人員や費用の面で短期的なコスト削減に貢献するが，行政の技能を蓄積する可能性をなくし
てしまう．課題を設定し，データを収集し，問題解決の枠組みを構築し，解決方法の中から最適
なものを選択する政策能力を失ってしまうことになりかねない．問題に直面している現場を保有
していないため，政策決定に必要な情報も収集しにくい．どこに課題があり，改善すべき点は何
かという分析志向が欠落してしまう．かつて建築確認は公務員が行っていたが，この業務を民営
化したため震災時の対応では人員不足に陥ってしまう．このような技能と専門能力をいかにして
行政へ調達するかが課題である．
₃．境界の独立行政法人改革
3 - 1 　独立行政法人とは何か
　独立行政法人通則法第二条によると，「独立行政法人」とは，「国民生活及び社会経済の安定等
の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって，国が自ら主体となっ
て直接に実施する必要のないもののうち，民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されない
おそれがあるもの又は一の主体に独占して行わせることが必要であるものを効率的かつ効果的に
行わせることを目的として，この法律及び個別法の定めるところにより設立される法人」をいう．
また役職員が公務員の身分を有するものを「特定独立行政法人」という．
　国の機関は年度単位の予算統制のため弾力的な運営が困難であり，国家公務員法の制約のため
柔軟な人事管理に限界がある．効率化・サービス向上のインセンティブが働きにくい．また，特
殊法人は一度設立されれば事業を半永久的に組織が継続し，経営の内容が不透明であり，責任が
不明確で自律性が欠如している．目標管理と外部評価がなく，業務が自己増殖しがちであった．
　そのため独立行政法人においては，設立・運営について法人の名称・目的・業務・役員人数や
任期・職員身分を個別法で規定し，法人の長・監事は主務大臣が任命・解任できるようにした．給
与の支給基準は公務員や民間の給与や法人実績を勘案して法人が定め公表することとした．また
中期目標は主務大臣が設定・公表し，中期計画は法人の長が策定し主務大臣の認可を受けて公表
し，年度計画は法人の長が策定・公表することにした．財務諸表は会計監査人の監査を受け，主
務大臣の承認を受けて公表する．政府出資は可能であり，運営交付金は政府が交付する．利益の
残余は積立金として剰余金の使途に充当することが可能であり，積立金の処分は個別法で規定し
た．中期目標期間終了後，各省評価委員会・総務省独立行政法人評価制度委員会の評価を受け，組
織・業務の全般について主務大臣が検討し，事務・事業の改廃は総務省独立行政法人評価制度委
員会が主務大臣へ勧告することにした．
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　日本の独立行政法人はイギリスのエージェンシーをモデルとしているが，イギリスのエージェ
ンシーが企画と実施の分離を目的とした改革で身分は公務員であるのに対し，日本の独立行政法
人は民営化の手段として選択され，公務員型と非公務員型の混合として出発した．「日本型エー
ジェンシー」といわれるゆえんである4）．
3 - 2 　独立行政法人改革の進展
　独立行政法人を含めた行政改革は，政治改革や分権改革と連動・並行して実施され，政党の選
挙公約として掲げられて政党間競争のマニュフェストとして利用された点が特徴である5）．
　₁₉₉₆年 ₆ 月に橋本行革ビジョン「政策立案機能と制度執行部門との間に適切な距離を設けるべ
き」が提示され，同年の自民党選挙公約で「エージェンシー（外庁）化」することが掲げられた．
自社さの三党合意で省庁の機能別再編・統合・外庁化が確認された．₁₉₉₇年 ₃ 月の第 ₇ 回行政改
革会議において「主要論点項目」として「英国のエージェンシー制度は参考になるか．どのよう
な特徴を重視すべきか．その場合にあって，わが国の特殊法人制度との関連をどう考えるか」が
議論された．行政改革会議第₁₅回会議で提出されたイメージ試案「中央省庁の在り方及びエー
ジェンシーについて」においては，公務員の身分をめぐる議論が行われた．つまり渡辺案では
「独立行政法人は国から独立した主体，職員は独立職・特別職の公務員」とされ，連合の芦田案で
は「独立行政法人は行政組織であり，職員も公務員」とされ，事務局案では「当分国家公務員の
身分とし，暫定的に設けられる特殊な身分」とされた．
　₁₉₉₈年 ₆ 月，中央省庁等改革基本法案が国会で成立し，₁₉₉₉年 ₁ 月，中央省庁等改革推進本部
が₈₄機関の独立行政法人化を決定し， ₄ 月「中央省庁等改革の促進に関する方針」において₈₉機
関の独立行政法人化が決まった．₂₀₀₁年 ₁ 月に行政改革推進事務局が設置され，₁₂月に特殊法人
整理合理化計画が策定され，対象₁₆₃法人のうち，廃止₁₇，民営化等₄₅，独立行政法人化₃₈が決定
した．₂₀₀₅年 ₄ 月法律改正の措置の後，₃₉法人が独立行政法人へ移行した．小渕政権での行革目
標として₁₀年間で国家公務員の₂₀％を削減する目標が掲げられたため，₂₀₀₄年に国立大学が国立
大学法人化（₁₂.₆万人削減），₂₀₀₇年に郵政公社の民営化（₂₅.₄万人削減）が実施されている．
　政策の企画立案機能と実施機能を分離し，予算や組織運営を事前統制から事後統制への移行し，
主務大臣の監督や関与も一定限度に制限して独立行政法人へ裁量を与える改革の理念であったが，
現実は妥協の産物であった．労働組合の抵抗をかわすため公務員型と非公務員型の曖昧さが残り，
独立行政法人は公務員型と非公務員型の共存から出発し，次第に非公務員型へ移行するという漸
変的な改革となった．独立行政法人の職員は本来非公務員であり，最終的には職員の身分が原理
₄ ）　イギリスのエージェンシー改革との対比は，君村（₁₉₉₈），内山（₂₀₀₅）に詳しい．
₅ ）　独立行政法人改革については，田中・岡田編（₂₀₀₀），君村編著（₂₀₀₁）を参照した．
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的には国家公務員ではないことを認めつつ，円滑な移行を図るため，当分の間は国家公務員とす
る選択肢を認めたのである．また，公務員定数の削減が政治課題となったため削減の数字が独り
歩きし，改革のアイデアは大きく変容した．
3 - 3 　独立行政法人改革その後
　独立行政法人制度は国家公務員定数の見直しに貢献したが，その理念は実現したわけではない．
ガバナンス欠如の是正，業務の質と効率の向上，透明性の向上を目的とした見直しが実行され，
むしろ改革は逆行する傾向さえ見える．
　第 ₁ に一律の制度の適用が柔軟な対応を阻害しているため，類型ごとのガバナンスへ変更し，
中期目標管理法人・国立研究開発法人・行政執行法人の ₃ 分類に応じた特例を規定した．これに
よって，中期目標は，中期目標管理法人（ ₃ ─ ₅ 年），国立研究開発法人（ ₅ ─ ₇ 年），行政執行法人
（毎年）に分類された．第 ₂ に目標を指示する主務大臣が評価に関わってこなかった制度を改め，
主務大臣の下での政策 PDCA サイクル強化のため主務大臣を評価主体とし目標・評価の一貫性・
実効性を向上することを目指した．これは数値目標が不明確であったためであり，談合事件の発
覚を契機に評価システムの改正を行った．第 ₃ に監事の権限が不明確で法人の違法行為へ主務大
臣からの是正要求しか出せない制度を改め，法人のガバナンスを強化し，主務大臣による是正措
置を整備した．
　これらは現状を改善する総務省の試みであるが，しかし，独立行政法人の自律性の低下と行政
統制の強化にもつながる可能性があり，当初の企画と実施の機能分離，独立行政法人の自律性確
保という理念はさらに遠ざかることになりかねない．
₄．多層の広域連携
4 - 1 　行政の地域化
　小規模の過疎自治体の再生は大きな課題であるが，財源不足，人員不足，専門知識不足，不適
正な需要規模によってその活動は大きく制約されている．このような制約は都道府県の介入の可
能性や市町村合併・自治体連携によって問題を解決する方法もあり，これらは組織化・規模・範
囲の経済性による業務の効率達成を意味する．自治の尊重と効率化の要請の両立は大きな課題で
ある．
　近年総務省が提唱している「定住自立圏構想」とは，三大都市圏や地方中核拠点都市へ機能を
集約化し，周辺市町村とのネットワーク化を図るものである．集約とネットワークで集落を維持・
活性化し，人口流出を食い止めるダム機能を地方中核都市に期待している．（ ₁ ）市町村のイニシ
アティブによる定住自立圏の形成，（ ₂ ）独自の広域行政機構を設けない，（ ₃ ）機関の共同設置や
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事務委託の積極活用，を内容とする．ここで想定されているのは自治体間の連携協約であり，そ
れは双務的な役割分担を意味している6）．
　広域化は様々な制度と政策の次元で実施されている．例えば，公共交通の例でいうと，共通切
符（IC カード）の販売，域内運賃の共通化，路線網と運行の連携，企業の合併などがそれである
（小林₂₀₁₇：₁₇）．EU を例にとると， ₂ つの地域主義と地域化が同時進行している．分権化と域内
化がそれである．一方において，地方政府／地域政府への分権化は進展しており，他方において
域内政府への権限移譲も進んでいる．伝統的に中央と地方に権力を分立させることによる自律・
自治が存在し，範囲と連携の経済性による効率化・有効化も模索されている．そこには「統制に
よる行政」と「調整と契約による行政」の ₂ つの側面が存在しているといってよい．
4 - 2 　広域化の共同処理制度
　次に広域化の共同処理制度について概説しておく7）．
　簡便な共同処理制度としては，「連携協約」がある．これは自治体が連携して事務を処理する制
度であり，後述する福祉・衛生・医療などの例がある． ₂ つの自治体が議会の議決を経て締結す
る双務的連携とされる．「協議会」は自治体が共同で管理執行，連絡調整，計画作成を行う制度で
あり，消防，広域行政計画，救急などの政策事例がある．「機関等の共同設置」は複数自治体によ
る組織の共同設置制度であり，その例としては介護区分認定審査，公平委員会，障害区分認定審
査がある．「事務委託」とは事務の管理執行を他の自治体へ委ねる制度であり，防災，福祉，医
療，図書館，地域振興，交通などがある．「事務の代替執行」とは当該自治体の名において自治体
へ行わせる制度であり，上水道や公害防止で実施されてきた．これらの制度は簡便に設置できる
メリットがあるが，幹事となる市町村の負担が大きいというデメリットが残る．
　「一部事務組合」とは地方自治体がその事務の一部を共同して処理するために設ける特別地方公
共団体であり，ごみ処理，し尿処理，消防，救急，人事が事務の例としてあげられる．法人格を
もつ公式組織という安定性があるが，迅速な意思決定が困難であり，住民の意向が反映しにくい
側面は残る．
　「広域連合」とは地方自治体が広域にわたり処理することが適当であると認められる事務を処理
するために設ける特別地方公共団体であり，後期高齢者医療，介護区分認定審査，障害区分認定
審査で実施されている．これも法人格をもつ公式組織であるため組織の安定性があるが，迅速な
意思決定が困難であり，住民の意向が反映しにくい．責任の所在が不明確，というデメリットは
ぬぐい切れない．
₆ ）　定住自立圏構想については，増田（₂₀₁₄），木村（₂₀₁₅），総務省（₂₀₁₆b）を参照した．
₇ ）　共同処理方式については，木村（₂₀₁₅），総務省（₂₀₁₆b）に詳しい．
多次元ガバナンスの構造：統制・調整・契約（武智） 215
4 - 3 　広域連携の可能性
　このような自治体合併，一部事務組合，広域連合という制度設計にコストのかかる方法と異な
り，注目されているのは広域連携の制度である．それは簡便に設計できるというメリットだけで
なく，行政の多層化・重層化に貢献している．EU のような多次元ガバナンスとまではいかないが，
画一的かつ単一的な日本の地方自治の構図を変える要素となりつつある．以下，広域連携の実態
を ₃ つに区分して説明しておこう8）．
　第 ₁ に施設の共同整備・利用としては，高知県と高知市の図書館利用，長崎県振興局と離島市
町の執務室共同化がある．大阪府から権限移譲された事務の共同設置としては，池田市・箕面市・
豊能町・能勢町の共同処理センター，富田林市・河内長野市・大阪狭山市・太子町・河南町・千
早赤坂村の広域まちづくり課・広域福祉課，岸和田市・泉大津市・貝塚市・和泉市・高石市・忠
岡町の広域事業者指導課（福祉分野），大阪府豊能地区教職員人事協議会の設置（事務処理特例制度
の活用）があげられる．
　第 ₂ に地方中核都市での広域連携である．倉敷市・高梁川流域圏の広域連携としては，倉敷市・
高梁川流域の都市景観の維持のため，古民家イノベーション，ソーシャルビジネス，創業サポー
トセンターが取り組まれ，農産物の圏域ブランドとしては，白桃・マスカット・ピオーネの栽培
が行われている．広島市と圏域市町村の広域連携としては，自動車関連産業・IT 系企業・福祉関
連分野への参入促進，平和都市をいかした観光戦略，医療・保育の広域利用が行われている．熊
本市と圏域市町村の広域連携としては，都市圏農産物のブランド開発，ICT を利用した「もっと
歩く観光」，九州医療拠点都市，広域連携地下水保全事業がある．
　第 ₃ に条件不利地域の補完としては，鳥取県と ₆ 町 ₁ 村による災害復旧時の人的支援と電算シ
ステムの連携，大分県と ₁ 町 ₁ 村による水産業振興とスポーツツーリズムがある．都道府県代行
制度としては，市町村が管理する道路・下水道を都道府県が代行管理することが行われており，市
町村から都道府県への事務委託としては，公平委員会・公務災害・下水道・消防救急・職員研修・
介護認定の領域で実施されている．
　これらの広域連携は私的契約ではなく法定契約として位置づけられている．地方自治法₂₅₂条の
₁₄第 ₃ 項に基づき，総務大臣や都道府県知事は基礎自治体に連携協約の締結を勧告することがで
きる．連携協約に関して紛争が生じた場合は，地方自治法第₂₅₂条の ₂ 第 ₇ 項に基づき，総務大臣
ないし都道府県知事に対して自治紛争処理委員による紛争処理の方策の提示を求める旨の申請を
することができる．総務省が地方交付税の措置を講じていることからも明らかなように，広域化
を目指した連携協約は厳密な契約というよりも，階統制による統制の構図を残しつつも契約と調
整の構造を加味したと解すべきであろう．連携協約は「締結した自治体の主体性を制限する仕組
8）　広域連携の事例については，総務省（₂₀₁₆b）を参照した．
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み」（本多₂₀₁₅：₂₃₆）と評されることもあるが，今後，統制，調整，契約のどの要素が強まるのか
は注視していかなければならない．
おわりに
　本稿においては，規制緩和，民営化，独立行政法人改革，広域連携の ₄ つの次元におけるガバ
ナンスの変動に注目して行政のあり方を検討してきた．共通するのは厳格な階統制の統制構造か
ら調整・契約の構造への変化であるが，それぞれの傾向は異なる．規制緩和は社会リスクへの対
応として再規制の傾向も出ており，民営化は地域資源に強く制約されている．独立行政法人改革
は企画と実施の分離，事後評価，自律性という改革理念にもかかわらず再統制の傾向があり，広
域連携は純粋に水平的な契約関係とはいえない垂直的な構図も残っている．
　このような実態の一般傾向を見れば，もはや行政は厳格で垂直的な階統制の権限構造と調整・
契約の行政構造とが複雑に混合した多様な形態で作動していると理解すべきであろう．前述した
ように，EU においては多次元ガバナンスとして ₂ つの地域化が進展している．ひとつは内部の地
域化であり，それは分権化で自治体や地域政府が政策を形成することが可能である．もうひとつ
は外部の地域化であり，複数の国家連携による地域ブロック化を意味している．EU における多次
元の政府レベルは金融，環境規制，労働力の移動の領域で特に顕著であり，多次元ガバナンスは，
（ ₁ ）垂直的政府間での相互作用，（ ₂ ）水平的政府間関係と官民パートナーシップ，（ ₃ ）公共サー
ビスの提供関係，から構成されるものと理解されている（レーン₂₀₁₇：₁₃₀─₁₃₁）．
　EU ほど複雑ではないにせよ，日本においても行政の構造はますます多様化してくるものと思わ
れる．厳格な階統制による統制の構造だけでなく柔軟な調整・契約の構造を加味してガバナンス
の構造は変化しつつある．多次元的な構造として行政を理解することの必要性を私たちに教えて
くれている．
　ただし，本稿においては政治的要因が与える側面には着目してこなかった．住民，NPO，企業，
メディア，政党，議会，政治家という政治要因がガバナンスに与える影響については機会を新た
にして別途検討してみたいと考えている．
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